
   

別紙 

 
 
 

 
 
 

平成 27 年度新潟県計画に関する 

事後評価 

（令和４年度事業実施分） 

 

 

 

 
令和６年１月 

新潟県 



   

6 
 

３．計画に基づき実施する事業の事後評価 
事業の区分 １．病床の機能分化・連携のために必要な事業 

事業名 【No.４】県央基幹病院新築事業 【総事業費】 

332 千円 

事業の対象

となる区域 
県央医療圏 

 

事業の期間 平成４年４月１日～令和５年３月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 県央医療圏の圏域外搬送率の改善：R２年度 25％程度 

              → R17 年度 ５％程度（開院 10 年後） 
事業の達成

状況 
アウトカム指標 

建築工事 65.2％の進捗により県央医療圏の圏域搬送率の改善に近づい

た。 
事業の有効

性・効率性  

※圏域搬送率の改善その他の病院新築による成果は病院開院後でなけれ

ば観測できないため、代替指標（建築工事進捗率）を設定 

建築工事の進捗（R3 末：25.1％→R4 末 65.2％）により県央医療圏の圏

域搬送率の改善に近づいた。 
 
（１）事業の有効性 

本事業の実施により、県央医療圏における急性期機能の集約に向け

た基幹的な病院の整備が進んだと考える。 
（２）事業の効率性 

県央医療圏における急性期機能の集約に必要な基幹的な病院の施設

整備を進めることができ、県央医療圏における効率的な医療提供体制

の構築が着実に前進したと考える。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.５】在宅医療基盤整備事業 【総事業費】 

144,863 千円 

事業の対象

となる区域 
全県 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～令和５年３月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 訪問診療を実施する診療所数 

【現状：27.3％（H26 年度）→ 目標：40％程度（平成 29 年度）】 

訪問歯科診療を実施する歯科診療所の割合 

【現状：30.4％（H24 年）→ 目標：40.0％（H34 年）】 

訪問看護を実施する事業者数 

【現状：246（H26 年度）→ 目標：増加させる】 

訪問薬剤指導を実施する薬局数 

【現状：993（H27 年）→ 目標：増加させる】 

訪問栄養指導を実施する事業所数 

【現状：13（H24 年）→ 目標：増加させる】 
事業の達成

状況 
・訪問看護実態調査の実施 

・インターンシップ参加者数：11 人 

・現地指導の施設数：５施設 

・訪問看護従事者研修の受講者数：新任者編 25 人、管理編 14 人 

・訪問歯科診療（在宅）の１診療所あたり実施件数： 

今後調査予定であるため、現時点では観察できない。 

・訪問栄養指導を実施する事業所数： 

 49 施設（R2 年度）→ 58 施設（R3 年度） 

事業の有効

性・効率性  

１ 訪問看護推進事業 

（１）事業の有効性 
本事業の実施により、在宅医療を推進する上で不可欠となる訪問看護に従事

する者の確保、資質の向上に必要な対策の検討、研修会の開催、実態調査等を

行うことで、訪問看護の推進が図られたと考えられる。 
（２）事業の効率性 
訪問看護に従事する者の確保、資質向上のための研修を実施するとともに、

実態調査を行った上でさらなる推進対策の検討や PR 活動を行うなど、体系的

に事業を実施しており、より効率的に質の高い訪問看護の推進が図られたと考

える。 
その他 【執行実績】 

○ H27：119,230 千円 
○ H28：23,498 千円 
○ R1：1,712 千円 
○ R4：423 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24】ナースセンター強化事業 【総事業費】 

16,724 千円 

事業の対象

となる区域 
全県 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～令和５年３月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 人口 10 万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1 人（H24 年）→ 目標：1467.2 人（R6 年）】 

ナースセンターだよりの発行【目標：１回】 

看護職員需要施設実態調査の実施 

未就業看護職員実態調査の実施 

再就業移動相談会の実施【目標：10 回】 

看護職員無料職業紹介事業の実施 

再就職支援講習会の実施【目標：53 会場、受講者 300 人】 

再就職支援相談会の実施【目標：90 回】 
事業の達成

状況 
・看護職員無料職業紹介事業の実施 

・再就業移動相談会の実施：13 回 

・再就職支援セミナーの実施 

（eラーニング、基礎コース：８回、復職体験コース：３回、求人施設見

学ツアー：２回） 

・再就職支援相談会の実施：64 回 

・未就業看護職員実態調査の実施 

・ナースセンターだよりの発行 

事業の有効

性・効率性  

（１）事業の有効性 
本事業の実施により、各地域の実情に合わせた潜在看護職員の掘り起

こしと、県内全てのハローワークでの再就職支援相談会の開催や県内各

地で再就職支援講習会の開催等のきめ細かな再就業支援を行うことで、

潜在看護職員の再就業が促進されたと考える。 
（２）事業の効率性 

潜在看護職員が身近な地域で再就職のための講習会や相談会に参加で

きるため、効率的に潜在看護職員の再就業支援が行えたと考える。 
その他 【執行実績】 

○ H27：13,190 千円 
○ R4：3,534 千円 
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計画に基づき実施する事業の事後評価  
 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【No.1（介護分）】 

高齢者福祉施設整備事業 

【総事業費】 
6,066,234 千円 

【４年度執行分】 
1,064,109千円 

事業の対象 

となる区域 

全県 

事業の実施 

主体 

新潟県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 5年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある 

医療・介護 

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築が必要 

アウトカム指標：主な地域密着型施設の定員または利用総数（65 歳以

上人口１万人あたり）の増 

事業の内容 

（当初計画） 

①  地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

③  介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 

を行う。 

④  新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、介護施設等 

へ配布する消毒液等の卸・販社からの一括購入、介護施設等の消毒、 

介護施設等への簡易陰圧装置の設置を行う。 

⑤  介護従事者の働く環境を整備するため、介護施設等に勤務する職 

員の利用する宿舎整備の支援を行う。 

 

地域密着型介護老人福祉施設 281 床 ( 10 カ所）

地域密着型介護老人福施設併設ショートステイ用居室 39 床 ( 2 カ所）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 6 カ所

認知症対応型デイサービスセンター 2 カ所

認知症高齢者グループホーム 443 床 ( 31 カ所）

小規模多機能型居宅介護事業所 15 カ所

看護小規模多機能型居宅介護事業所 5 カ所

整備予定施設数
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サービスの名称

地域密着型介護老人福祉施設 床 床

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 210 人/月 9 カ所 561 人/月 20 カ所

認知症対応型デイサービスセンター 回/月 回/月

認知症高齢者グループホーム 床 床

小規模多機能型居宅介護事業所 3,337 人/月 160 カ所 4,304 人/月 193 カ所

看護小規模多機能型居宅介護事業所 114 人/月 5 カ所 443 人/月 20 カ所

※R4年度末の利用回数及び利用者数は、R5年３月の実績

4,230

2,202

12,398

Ｒ４年度末（実績）

3,019

8,809

Ｈ26年度末（実績）

3,308

アウトプッ 

ト指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 
 

 

 

 

 

 
 
 
※基金を利用しない整備を含む 

アウトプッ 

ト指標（達 

成値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和４年度】 

 

 

 

 

 

 

 
 

事業の有効 

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：主な地域密着型施設の定員また

は利用者総数（65 歳以上人口１万人あたり） 

：観察できた  →  指標：下記のとおり 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

主な地域密着型施設の定員又は利用総数（65歳以上人口１万人あたり）

サービスの名称

地域密着型介護老人福祉施設 床 床

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 3.0 人/月 7.9 人/月

認知症対応型デイサービスセンター 回/月 回/月

認知症高齢者グループホーム 床 床

小規模多機能型居宅介護事業所 49.1 人/月 60.3 人/月

看護小規模多機能型居宅介護事業所 1.6 人/月 6.2 人/月

※R4年度末の利用回数及び利用者数は、R5年３月の実績

48.7 59.2

182.7 123.3

Ｈ26年度末（実績） Ｒ４年度末（実績）

32.4 42.3

サービスの名称

地域密着型介護老人福祉施設 床 床

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 528 人/月 20 カ所 561 人/月 20 カ所

認知症対応型デイサービスセンター 回/月 回/月

認知症高齢者グループホーム 床 床

小規模多機能型居宅介護事業所 4,378 人/月 198 カ所 4,304 人/月 193 カ所

看護小規模多機能型居宅介護事業所 399 人/月 19 カ所 443 人/月 20 カ所

※R4年度末の利用回数及び利用者数は、R5年３月の実績

3,0193,019

Ｒ４年度末（実績）Ｒ３年度末（実績）

4,2304,183

8,8099,558

サービスの名称

地域密着型介護老人福祉施設 床 床

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 210 人/月 9 カ所 519 人/月 21 カ所

認知症対応型デイサービスセンター 回/月 回/月

認知症高齢者グループホーム 床 床

小規模多機能型居宅介護事業所 3,337 人/月 160 カ所 4,919 人/月 208 カ所

看護小規模多機能型居宅介護事業所 114 人/月 5 カ所 478 人/月 23 カ所

12,398 12,384

3,308 4,430

Ｈ26年度末（実績） Ｒ４年度末（第８期計画）

2,202 3,077
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【令和４年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（１）事業の有効性 
地域密着型サービス施設等の整備により、65 歳以上人口１万人

あたりの地域密着型施設サービス等の定員数や利用者数が増える

など、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の充実が図られ

た。 
（２）事業の効率性 

行政の調達方法や手続きに準じ、一定の共通認識のもとで施設整

備を行うことで、調達の効率化が図られた。 
（３）課題と対応 

小規模多機能型居宅介護事業所など、事業者を公募したが応募

がなく、施設整備が延期や見直しになる事例が発生している。背

景として、介護従事者確保の問題等により新規参入や事業拡大を

する事業者が少ないことが考えられる。当基金の各事業の実施に

より、介護従事者の確保を図り事業者の参入を促進していく。 

 
その他  

 

 

主な地域密着型施設の定員又は利用総数（65歳以上人口１万人あたり）

サービスの名称

地域密着型介護老人福祉施設 床 床

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 7.3 人/月 7.9 人/月

認知症対応型デイサービスセンター 回/月 回/月

認知症高齢者グループホーム 床 床

小規模多機能型居宅介護事業所 61.0 人/月 60.3 人/月

看護小規模多機能型居宅介護事業所 5.5 人/月 6.2 人/月

※R4年度末の利用回数及び利用者数は、R5年３月の実績

133.3 123.3

58.3 59.2

Ｒ３年度末（実績） Ｒ４年度末（実績）

42.1 42.3


